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変更事項 現行 変更後 

３ 構造改革特別

区域の範囲 

神戸市の区域の一部（北区、西区の「人と自然との共生ゾ

ーンの指定等に関する条例」に基づき指定されている「人と

自然との共生ゾーン区域」のうち農業保全区域及び集落居住

区域） 

神戸市の区域の一部（北区、西区の「人と自然との共生ゾ

ーンの指定等に関する条例」に基づき指定されている「人と

自然との共生ゾーン区域」） 

４ 構造改革特別

区域の特性 

(1)～(3) 略 

(4) 地域農業の特色としては、都市近郊という立地条件

の中で、鮮度を要求される園芸作物や観光農業など、

多様な農業を展開している。中核的担い手と位置づけ

られる認定農業者は、軟弱野菜などの集約型の施設園

芸に集中しており、高い生産性を誇り、高い収益を上

げている。 

一方、戸数の上で大多数を占める兼業農家について

は、水稲作が中心であり、農地の保全という観点から

は、中核的役割を担っている。 

 (1)～(3) 略 

(4) 地域農業の特色としては、都市近郊という立地条件

の中で、鮮度を要求される園芸作物や観光農業など、

多様な農業を展開している。中核的担い手と位置づけ

られる認定農業者は、軟弱野菜などの集約型の施設園

芸に集中しており、高い生産性を誇り、高い収益を上

げている。 

一方、戸数の上で大多数を占める兼業農家について

は、水稲作が中心であり、農地の保全という観点から

は中核的役割を担っている。しかし、農産物価格の低

迷や、鳥獣害の多発などにより、営農意欲を失い耕作

放棄地となる恐れのある農地が相当数存在している。 

５ 構造改革特別

区域計画の意義 

 

(1)  略 

          

(2) こうした状況の中で、本市では中心的な担い手であ

る認定農業者を育成し、雇用農業を進めるとともに、

それを補完する集落営農組織等の多様な担い手の育

成を進めている。また、「人と自然との共生ゾーン条

例」に基づき、条例による土地利用規制と住民が策定

(1)  略 

(2)  一方、輸入農産物の増大や食生活の欧米化による

米余り等を原因とする農産物価格の低迷や、鳥獣害に

よる農作物被害の多発など、農業経営においても多数

の課題を抱えている。 

(3) こうした状況の中で、本市では農業施策として中心

的な担い手である認定農業者を育成し、雇用農業を進

Ｐ.1 
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変更事項 現行 変更後 

する里づくり計画を結びつけ、ゾーン指定による計画

的な土地利用のコントロールのほか、地域住民と市が

協働した、総合的な地域施策を進めている。 

 

 

 

 

 

 

(3) 本特区計画の実現によって、課題となっている農

業の担い手の確保を進め、農業の活性化を進め、将来

にわたって産業として成り立つ農業経営の強化をめ

ざす。あわせて、市民と共に農村資源の有効活用を図

り、地域間交流の促進による農村地域の活性化をめざ

す。 

 

 

 

 

 

(4)  略 

図面内              

めるとともに、それを補完する集落営農組織等の多様

な担い手の育成を進めている。また、農産物のブラン

ド化や農作物の被害防止等、農業経営の安定・強化に

努めている。 

さらに農村施策として、「人と自然との共生ゾーン条

例」に基づき、条例による土地利用規制と住民が策定

する里づくり計画を結びつけ、ゾーン指定による計画

的な土地利用のコントロールのほか、地域住民と市が

協働した、総合的な地域施策を進めている。 

(4) 本特区計画の実現によって、課題となっている農

業の担い手の確保を進め、農業の活性化を進め、将来

にわたって産業として成り立つ農業経営の強化をめ

ざす。また、有害鳥獣による農作物被害対策について

は、特区区域内を活動区域とする狩猟団体である猟友

会（わなによる狩猟免許保持者が 53 人）の活動員が

高齢化（平均年齢 61 歳）しており、1303 特定事業の

導入により有害鳥獣捕獲を強化し、農業経営の安定を

図る。あわせて、市民と共に農村資源の有効活用を図

り、地域間交流の促進による農村地域の活性化をめざ

す。 

(5)  略 

図面内   農作物被害の多発    農作物被害防止 

＜参考１＞アライグマ、イノシシ、ヌートリアによる農作

物の被害状況（グラフ略） 
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変更事項 現行 変更後 

＜参考２＞アライグマ、イノシシ、ヌートリアの捕獲実績

（グラフ略） 

＜参考３＞有害鳥獣捕獲活動延べ日数（グラフ略） 

６ 構造改革特別

区域計画の目標 

「活力ある農業の持続的発展」を大目標として、その達

成のため、以下の２点を中目標とし、本特区計画の導入に

より達成をめざす。 

① 将来にわたっての産業として成り立つための「農業

経営の強化」 

農地の権利取得後の下限面積要件の特例設定基準の

弾力化により、新規就農を促進し、かつ特定法人への農

地貸付けの特例を活用し、あわせて市の独自施策として

新規就農や雇用農業の推進を図ることで、農業の中核的

な担い手である認定農業者（262 経営体：平成 15 年 4

月現在）を補完する担い手として、組織経営体などの多

様な担い手を育成する。 

また、都市部市民の新規就農による農村部への人と資

金の流入を促進し、あわせて人と自然との共生ゾーン条

例に基づく各種施策の推進、具体的には里づくり協議会

の設立、里づくり計画の推進・実践、ふるさと一誇事業

などの市の独自施策による農業・農村の活性化を進める

ことで、農業経営を強化し、意欲ある経営体の育成を図

る。 

                      

 

「活力ある農業の持続的発展」を大目標として、その達

成のため、以下の２点を中目標とし、本特区計画の導入に

より達成をめざす。 

① 将来にわたっての産業として成り立つための「農業

経営の強化」 

農地の権利取得後の下限面積要件の特例設定基準

の弾力化により、新規就農を促進し、かつ特定法人への

農地貸付けの特例を活用し、あわせて市の独自施策とし

て新規就農や雇用農業の推進を図ることで、農業の中核

的な担い手である認定農業者（262 経営体：平成 15 年 4

月現在）を補完する担い手として、組織経営体などの多

様な担い手を育成する。 

また、都市部市民の新規就農による農村部への人と資

金の流入を促進し、あわせて人と自然との共生ゾーン条

例に基づく各種施策の推進、具体的には里づくり協議会

の設立、里づくり計画の推進・実践、ふるさと一誇事業

などの市の独自施策による農業・農村の活性化を進める

ことで、農業経営を強化し、意欲ある経営体の育成を図

る。 

一方、多発する有害鳥獣による農作物被害防止として

は、従来行っている地域の狩猟団体による有害鳥獣捕獲

Ｐ.4 
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変更事項 現行 変更後 

 

 

 

② 市民と進める「農村資源の有効活用」 

農家民宿における簡易な消防用設備の特例を活かす

など、空き家・空き農舎や市内に 900 戸ある茅葺農家等

の農村資源の有効活用を進め、あわせて、ＮＰＯ法人等

による市民農園の開設・運営を可能とし、また、市の独

自施策による観光農園や体験農園、市民農園、地元農産

物の直売所の設置、地域農業の拠点施設の設置などの都

市と農村の交流を促進することで、農業・農村に対する

理解を深めるとともに、人と自然が共生する農地等の多

面的活用を図る。 

に加え、「有害鳥獣捕獲における狩猟免許を有しない従

事者容認事業」の導入により有害鳥獣の捕獲を強化し、

もって農業経営の安定を図る。 

② 市民と進める「農村資源の有効活用」 

農家民宿における簡易な消防用設備の特例を活かす

など、空き家・空き農舎や市内に 900 戸ある茅葺農家等

の農村資源の有効活用を進め、あわせて、ＮＰＯ法人等

による市民農園の開設・運営を推進し、また、市の独自

施策による観光農園や体験農園、市民農園、地元農産物

の直売所の設置、地域農業の拠点施設の設置などの都市

と農村の交流を促進することで、農業・農村に対する理

解を深めるとともに、人と自然が共生する農地等の多面

的活用を図る。 

７ 構造改革特別

区域計画の実施

が構造改革特別

区域に及ぼす経

済的・社会的効果

（特別区域全体） 

 

 

 

 

 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及

ぼす経済的・社会的効果（特別区域全体） 

(1)  略 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 構造改革特別区域計画の実施が構造改革特別区域に及

ぼす経済的社会的効果 

(1)  略 

(2) 有害鳥獣による農作物被害防止による農業経営の

安定化 

  市内の農村地域である北区、西区においては、イノ

シシ、アライグマ、ヌートリア等による農作物の被害

を受けており、農業者の経営安定に脅威を与えてい

る。そのため、これらの有害鳥獣の捕獲・駆除活動に

より農作物被害を防止し、農業経営の安定を図る。 

 

Ｐ.5 
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変更事項 現行 変更後 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  略 

目  標： 

       平成 16 年度   平成 19 年度 

市内農作物被害計 376 万円  →  263 万円（3割減） 

有害鳥獣 3種捕獲数 385 頭  →  500 頭（3 割増） 

（ｲﾉｼｼ、ｱﾗｲｸﾞﾏ、ﾇｰﾄﾘｱ） 

 

(3)  略 

８ 特定事業の名 

 称 

表中   

1001 地方公共団体又は農地保有合理化法人による農地

又は採草放牧地の特定法人への貸付け事業 

1006 農地の権利取得後の下限面積要件の特例設定基準

の弾力化による農地の利用増進事業 

1002 地方公共団体及び農業協同組合以外の者による特

定農地貸付け事業 

407 農家民宿における簡易な消防用設備等の容認事業 

                         

表中 

                           

                           

                           

                           

                           

                           

                           

1303 有害鳥獣捕獲における狩猟免許を有しない従事者

容認事業 

９ 構造改革特別

区域において実

施し又はその実

施を促進しよう

とする特定事業

に関連する事業

その他の構造改

１ 担い手の育成 

①  新規就農の推進 

     認定農業者等の熟練農業者の指導により、都市

部市民を対象とした新規就農希望者研修事業を

行い、農業に関する知識、栽培技術を習得を進め

ることにより、農外からの農業への新規参入のハ

ードルを下げ、新たな農業の担い手の育成を図

１ 担い手の育成 

①  新規就農の推進 

     認定農業者等の熟練農業者の指導により、都市

部市民を対象とした新規就農希望者研修事業を

行い、農業に関する知識、栽培技術の習得を進め

ることにより、ソフト面の支援を行い、また、「農

地の権利取得後の下限面積要件の特例設定基準

Ｐ.6 

Ｐ.6 
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変更事項 現行 変更後 

革特別区域計画

の実施に関し地

方公共団体が必

要と認める事項 

 

る。 

 

 

②  略 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  人と自然との共生ゾーンの推進 

①  略 

 ②  略 

③ 都市と農村の交流促進 

   イチゴ狩やいも掘り等の観光農園や、体験農

園、市民農園、地元農産物の直売所の設置、地域

農業の拠点施設の設置などを行っている。また、

特定事業として推進していた「地方公共団体及び

農業協同組合以外の者による特定農地貸付け事

業」の全国展開後も、引き続き、市民農園の開設

を進めていく。 

の弾力化による農地の利用増進事業」の全国展開

後も引き続きハード面のハードルを下げ、新たな

農業の担い手の育成を図る。 

②  略 

③ 多様な担い手の育成 

   人と自然との共生ゾーン特区において実施して

いた特定事業「地方公共団体又は農地保有合理化法

人による農地又は採草放牧地の特定法人への貸付

け事業」の全国展開に伴い、市の農業経営基盤の強

化に関する基本構想を改正し、引き続き「特定法人

貸付事業」を推進し、認定農業者等の主たる担い手

を補完する担い手として、特定法人の農業参入を進

めていく。 

２  人と自然との共生ゾーンの推進 

 ①  略 

②  略 

③ 都市と農村の交流促進 

   イチゴ狩やいも掘り等の観光農園や、体験農

園、市民農園、地元農産物の直売所の設置、地域

農業の拠点施設の設置などを行っている。 

また、ヒマワリやレンゲ等の景観形成作物を活

用した都市と農村の交流イベントの開催なども

行っている。 
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変更事項 現行 変更後 

また、生産調整田を活用して、ヒマワリやレンゲ

等の景観形成作物の植栽や、スポーツ大会などのイ

ベントの開催も行っている。 

                          

 

 

 

３ 農業経営の安定・強化 

 ① 農業共済の推進 

   農作物の自然災害や病虫害等による損害及び家畜

の疾病・事故による損害に対して、その損失を補填し、

農業経営の安定を図る。 

 ② 農産物のブランド化 

都市近郊の立地を活かした新鮮さと、有機栽培、特

別栽培等の健康に配慮した栽培方法により安全・安心

感を付加価値として、ブランド化を図る。 

 ③ 農作物の損害防止 

・病虫害発生情報の提供 

     水稲病害虫発生予察田を設置し、病虫害発生情報

を把握するとともに、機関紙、インターネット等を

活用して農業者に病虫害発生情報を提供する。 

・土づくりの推進 

   耕種農家と畜産農家の連携を推進し、堆肥を利用

した土づくりをすすめていく。 

・鳥獣害の防止 

   地域の狩猟団体に依頼し、農作物に被害を及ぼす

有害鳥獣を捕獲・駆除する。 
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変更事項 現行 変更後 

＜別紙１＞ 地方公共団体又は農地保有合理化法人による農地又は採

草放牧地の特定法人への貸付け事業（１００１） 

    略     

有害鳥獣捕獲における狩猟免許を有しない従事者容認事業

（１３０３） 

 ＜別紙１＞ 

 

1 特定事業の名称 

１３０３ 有害鳥獣捕獲における狩猟免許を有しない従

者容認事業 

 

2 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

神戸市の区域の一部（北区、西区の「人と自然との共生

ーンの指定等に関する条例」に基づき指定されている「人

自然との共生ゾーン区域」）において有害鳥獣捕獲を実施

ようとする者 

 

3 当該規制の特例措置の適用の開始の日 

構造改革特別区域計画の認定を受けた日 

 

4 特定事業の内容 

網・わなの使用により有害鳥獣の捕獲を実施しようとす

者が、その従事者の中に網・わな狩猟免許所持者を含めて

害鳥獣の捕獲を実施する場合は、その従事者の中に網・わ

狩猟免許を所持していない者が含まれることを認める。 

 

5 当該規制の特例措置の内容 

Ｐ.8 
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変更事項 現行 変更後 

 本市においては、以前より鳥獣による農作物被害が頻発

ており、特に近年は、アライグマ、イノシシ、ヌートリア

3 種鳥獣による農作物被害が深刻となっている。この 3 種

よる被害金額は、平成 14 年度に 273 万円であったが、平

16 年度には 376 万円（平成 14 年度比 138％）となっている

また、同時に捕獲頭数も増加しており、平成 14 年度の 3種

捕獲数合計は214頭であるのに対し、平成16年には385頭（

180％）となっている。このように、捕獲頭数が増加してい

にもかかわらず、被害金額が増加していることから、生息

が大幅に増加していることが推測される。 

  一方、有害鳥獣の捕獲・駆除の活動を行っている狩猟

体である猟友会の活動状況は、平成 14 年度延人数が 5,3

人、平成 16 年度が 4,981 人（同 92.8％）であり、捕獲効

は向上しているが、年々活動人数が減少している。これは

猟友会の構成員が平均年齢 61 才と高齢化しており、特に重

働となる夏季の捕獲活動や、箱罠等の重量物を用いた捕獲

動が減っているためと考えられる。 

 そのため、特区の導入による「有害鳥獣捕獲における狩

免許を有しない従事者容認事業」を実施し、鳥獣被害を受

ている農業者や農業団体職員が、有害鳥獣捕獲・駆除活動

補助的に参加し捕獲・駆除活動を強化することによって、

作物の被害を防止・減少させ、農業経営の安定を図る。そ

ため、神戸市、被害地区、狩猟団体等の関係団体、地域住

が、有害鳥獣の捕獲・駆除を目的とした、協働の体制づく
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を行う。 

本特例認定後は、神戸市が策定する有害鳥獣捕獲実施要

に基づき、狩猟免許保持者を指揮監督者とする捕獲チーム

編成、安全講習会の開催、賠償・傷害保険への加入、住民

の周知徹底など具体的な捕獲実施体制を整備することとし

おり、「捕獲技術、安全性等が確保されている。」と認めら

る。 

なお、本特例を活用した有害鳥獣捕獲申請に対し、県・

が捕獲を許可するに当たっては、従事者全員の保険への加

と地元猟友会の協力体制の確保を要件として、安全の確保

図っていく。 

また、事業の実施に当っては兵庫県が作成する鳥獣保護

業計画との整合性を図るとともに、県の許可権限に係る行

については兵庫県と調整を図ることとする。 

 

＜別紙２＞ 農地の権利取得後の下限面積要件の特例設定基準の弾力

化による農地の利用増進事業（１００６） 

    略     

                           

＜別紙３＞ 地方公共団体及び農業協同組合以外の者による特定農地

貸付け事業（１００２） 

    略     

                           

＜別紙４＞ 農家民宿における簡易な消防用設備等の容認事業（４０

７） 
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    略     

 


